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ボートレース大村の組織革新１

林 徹

Abstract
What if we apply V­shape recovery cases to so­called the theses of Al Chandler（１９６２）, i.e.,

both the unique process of organizational innovation and the common traits of innovators?
This research question is what we would like to answer theoretically. Despite the lowest in
２００３, Boat Race Omura in Nagasaki has recorded the highest revenue of all２４race sites in
fiscal year２０２０. During the long recession of government­controlled gambling sports all over
Japan especially since２００１, BR Omura has renewed both its operation and management sys­
tems. But its process of organizational innovation was not always logically planned. Instead,
after the election of the Mayor of Omura City in２００２, a late senior officer Kenji Endo, who
might have been promoted, had been unintentionally designated by late Mayor Matsumoto
for the head of the BR Omura to renew itself. Based on the two V­shaped recovery case stud­
ies, that is, BR Omura and Huis Ten Bosch in Sasebo, we have extracted two distinct points
which are different from Al Chandler（１９６２）：one is not to focus on natural persons who are
often called heroes/heroines but on the interactions during the process among persons rele­
vant; and the other is to include dead persons who seem to be some among innovators.

Keywords: V­shaped recovery cases, Boat Race Omura, Huis Ten Bosch in Sasebo, processes
of organizational innovations, innovators

１ 日本経営学会九州部会報告（２０２１年１１月２７日 ZOOM）において，司会・コメンテーターの三戸浩先
生，参加者の水口雅夫先生，池内秀己先生，藤原孝男先生から本研究の一部に関して貴重なコメントを

いただきました。お礼申し上げます。

２ ボートレース大村に関する各種資料の提供，場内の案内，それに資料に関する説明のために，２０２１年

７月１３日場内の会議室において貴重な時間を割いていただいた田中勝保業務課長，加えて２０２１年７月２７

日に局長室においてインタビューに応じていただいた馬場宏幸企業局長（管理者）ならびに局長とのイ

ンタビューのために特段の取り計らいをしていただいて同席された北村貴寿長崎県議会議員（大村市）

に対して，お礼申し上げます。ただし，本研究において何らかの誤謬があれば，その責任はすべて執筆

者のみが負うべきものであり，上記の皆様にはいっさい責任はございません。

３ 組織革新論の理論的なレビューについては稲葉・山倉（１９８５）を参照。

１ 序

本研究の目的は、ボートレース大村２を具体例として取り上げ、近年において全国的に注目

される業績回復を遂げた理由の深層を、組織革新３の見地から理論的に解明することである。
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４ 旧桐生競艇場（現ボートレース桐生）もまた旧大村競艇場と同様に，２００２年，廃止・閉鎖の危機にあっ

た。ボートレース大村とは異なる経過を辿って今日に至っているが，その詳細については笹川（２０１８）

を参照。また，群馬支部のボートレーサー江口晃生は，当時の危機を契機の１つとして早稲田大学大学

院への進学を決意したと語っている（ボートレースウイークリー,２０２０年１１月３０日;江口,２０１０）。
５ 事実，存続・発展の基本的な方針の策定と具体的な方策の実施に関して，その総指揮を執った故遠藤

謙二氏（初代企業局長）は，新スタンドの完成を目の当たりにすることなく，業績回復基調のさなかの

２０１１年３月，６０歳で鬼籍に入っている（北川,２０１１）。

そのために，米国における事業部制成立史の比較からチャンドラー（Chandler,１９６２）によっ
て明らかにされた組織革新の担い手とその過程の共通点を，ボートレース大村の事例にあては

める。

組織図や正式名称の更新だけからは容易に読み取ることができない組織革新とは何か。ボー

トレース大村の正式名称は大村市競艇企業局である。業績回復期前の正式名称は大村市競艇事

業部であった。たんなる名称の変更や組織図の改変であれば，他の２３場のみならず，他の公営

競技，さらにはどの民間企業でも可能である。しかし，そういった皮相的な対処が業績回復の

真の理由でないことは明白である。したがって，組織革新の担い手に焦点をあてて，組織革新

の全容を理論的に解明する必要がある。

具体的な業績回復とは何を指しているのか。ボートレース大村は，全国２４場のうち，２００３年

度において売上最下位であった。それゆえに，地元大村市ではその廃止・閉鎖が取り沙汰され

ていた。その後，しかしながら，一転して徐々に売上が伸び，２０１９年と２０２０年は暦年２年連続

で売上日本一となった（長崎新聞,２０２１; 施行者関連情報）。２０２２年末のグランプリ（賞金王決
定戦）開催地に決まった（BOAT RACE オフィシャルウェブサイト）ことは，ボートレース
大村の業績回復のいわば象徴である。

しかしそれにしても，廃止・閉鎖が選択されなかったのはなぜか。公営競技をめぐっては，

個別競技の成立史，賭博罪の例外としての特別法，中央省庁の特別会計，地方財政，諸外国と

の比較，ギャンブル依存症などの面から，学術的な先行研究が蓄積されている。制度上，主催

者団体への繰入金が前提となっていることから，各種経済誌においては，業績低迷を招いた経

営の在り方や存在意義そのものに対する批判も少なくない。

実際，ことに２００１年以降，いくつかの地方競馬や競輪が続々と廃止・閉鎖されている４。そ

のような状況において，ボートレース大村は，業績低迷期のさなか，その廃止・閉鎖を選択せ

ず，存続・発展を選択した。はたして，地方公営競技における全般的な衰退の流れに逆行する

かたちで業績回復を遂げている。

経営の実践において，ある事業を続けるか辞めるかの判断は，トップ・マネジメントに固有

の課題である。そのような課題は，事業の創始，研究開発，M&Aなどと並んで，権限委譲に
馴染まない（Galbraith and Nathanson,１９７８）。長期的な観点５からの判断が不可欠な意思決
定事項である。したがって，存続・発展を選択した意思決定の担い手に焦点をあてて，組織革

新の過程を理論的に分析することは，学術的にも現実的にも意義がある。

以下では，第１に，公営競技全般の推移を概観する。とりわけ，スマートフォンの普及に伴

い，インターネット投票が台頭し，本場と場外発売所が売上に占める割合が急減している実態
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６ わが国の特定の地域に統合型リゾートとしてカジノの設置が計画されているが，近年における金融商

品取引などのオンライン化，公営競技をめぐる観戦・投票・払戻業務のオンライン化，加えて COVID-
１９の行方，等に鑑みると，対面カジノの必要性とその売上の行方が懸念される。

７ 野元（２００２）によれば，興行ビジネスにはプロの経営感覚とリーダーシップが求められるところ，幹

部として送り込まれる自治体職員にそれを望むことは難しい。また，学術界からもほぼ同様の指摘がな

されている。たとえば，福井（２０１７, pp. １５５-１５６）によれば，公営には以下の３つの問題がある。公務
員体質による経営マインドの欠如，官庁会計による財政運営，短期間の人事異動・配置転換による専門

性の欠如，これらである。

を確認する。この傾向６は，折しも COVID-１９の影響下において，すべての公営競技において
多かれ少なかれ売上増となって顕在化している。２０２０年の緊急事態宣言の下，営業を厳しく抑

制されたパチンコ業界における大幅な売上減とは対照的である。第２に，ボートレース大村に

おいて，２００３年を底として，２０２２年末のグランプリ開催決定に至るまでの業績回復の事実と，

知られている具体的な営業努力を確認する。第３に，チャンドラーによる組織革新の担い手と

その過程の理論を再確認し，これをボートレース大村の事例にあてはめることで，チャンドラー

説の妥当性を検証しつつも本研究独自の解釈を試みる。第４に，地元長崎において全国的に注

目されているもう１つの業績回復の事例，ハウステンボスを取り上げて，チャンドラー説の見

地から，ボートレース大村との簡単な比較を試みる。

２ 公営競技全般の推移

ボートレース大村（大村市競艇企業局, ２０２１b）によれば，各種公営競技２０２０年度の売上状
況を公営競技合計でみると前年度比１１７.７％であった。COVID-１９による政府緊急事態宣言の
下，入場制限・無観客・営業時間短縮などの影響により，公営競技全体の形態別の売上は，本

場が前年度比で４４.５％，場外が４８.６％であったのに対して，電話投票（インターネットを含む）
は１５０.１％であった。２０２０年度の売上に関して１日平均で比較すると，JRAが１０７.１％（１０５.３
億円），地方競馬が１３２.１％（７.２億円），ボートレースが１３４.６％（４.６億円），競輪が１２１.１％（３.５
億円），オートレースが１１３.４％（１.７億円）であった。
これに対して，約１０年前の『週刊ダイヤモンド』誌は２０１１年１０月１日号において特集「公営

ギャンブルの窮地」（鈴木豪）を組み，公営競技の窮状を赤裸々に紹介している。

それによれば，JRAの売上ピークは１９９７年，その他の公営競技の売上ピークはバブル期の
１９９１年であり，その後，減少が続いていた。そればかりではない。２００１年の甲子園，西宮，門

司，の競輪，それに，中津，三条の地方競馬が廃止された。それ以降，２０１１年の１０年間に，増

田，新潟，上山，足利，高崎，岩見沢，北見，旭川，荒尾の地方競馬，それに，宇都宮，花月

園，大津びわこ，の競輪が廃止・閉鎖された（図１参照）。

その背景には，公営ギャンブルが市や県からの出向職員が中心となって運営されていること
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８ この点，『レジャー白書２０２０』でも同様の懸念が記述されている。すなわち，「最初から映像だけで楽

しんで，生のレースを見たことのない若年層ファンが長期的に定着していくのか不安はある。」（p.
１０６），と。ただし，その裏付けは示されていない。

図１ １９９０年-２０１１年における公営競技の推移
出典：鈴木（２０１１, p.１１７）

２００４年，地元長崎経済研究所による『ながさき経済』４月号において，「公営ギャンブルの

変遷と課題」（田﨑裕基）では，次のように分析されている。

１９７５年をピークとして，バブル経済崩壊後，公営競技の入場者数も売上高も減少し続け，撤

退に追い込まれる地方公共団体が出始めた。他方で，パチンコに加えて，他の公営ギャンブル

に比べて小規模ながら，宝くじとサッカーくじは安定している。公営競技の事業主体は共通し
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９ 大学卒業後に有利子負債としての奨学金の返済に苦労するデータや事例（e.g.,今野,２０１７;大内,２０１７）
が報告されるなかで，なぜこのような法改正がなされたのか，謎である。
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用者）。

以上より，２０００年，２００４年，２０１１年における議論を振り返ると，公営競技の売上は，本場に

足を運ぶ固定客，場外発売施設，電話投票（インターネットを含む），いずれが重要であるか

をめぐって揺れてきたことがわかる。

実際，ミクロレベルにおいて，個人情報保護の壁と相俟って，ファンによる投票券購入行動

を論理整合的に説明することは容易ではない。他方で，マクロレベルにおいて，ファンの投票

券購入すなわち売上を左右する決定的な要因は何か。上記の甲論乙駁は，この２０年間における

環境の変化を通じて，白黒がついたのであろうか。その判断材料として，実際，公営競技の売

上に与える影響が大きいと思われる環境に関して，この２０年間において劇的に変化したことが

いくつかある。

第１に，スマートフォンの普及である。『情報通信白書 令和２年版』（p.９）によれば，２００１
年以降のいくつかの地方競馬や競輪が廃止・閉鎖された後，スマートフォンは，２０１１年ごろに

導入されて以降，急激にそのシェアを伸ばし，２０１５年に７０％を超えて現在に至っている。

第２に，電話（インターネットを含む）投票制度の普及である。従前は，口座開設にあたり，

住民票の提出や担保の提供などが義務付けられていたが，２００５年ごろから大きく緩和され，い

つでも手軽に口座開設ができるようになっている。

第３に，学生による投票券購入の解禁である９。２０１４年までは，たとえ成年であっても，ま

た勤労学生であっても，学生が投票券を購入することは法によって禁じられていた。ところが

２０１５年にこれが改正・施行され，学生による購入が解禁されている。２０２２年には，２０歳以上か

ら１８歳以上へと，さらに緩和が拡大される。

第４に，公式ウェブサイトと YouTubeを通じた無料のレース・ライブ映像の普及である。
従前は，ボートレース専用の有料チャンネル JLC（日本レジャーチャンネル）と契約して，
さらに専用アンテナまたは専用ケーブルを設置しなければ，在宅でライブ映像を観ることはで

きなかった。２００６年ごろから YouTubeの利用者数が伸び続けているなかで，２０１６年１０月に
YouTubeにおいて JLCチャンネルが登録されている。
第５に，COVID-１９による本場・場外発売施設への入場制限，ならびにパチンコ店の営業規
制である。結果として，今般の感染症拡大は壮大な社会実験の場をわれわれに提供した。もっ

とも，これのみをもって田﨑説が完全に否定されるわけではない。売上増につながった舟券は，

たとえば，従来からのファンの，サッカーや野球などのプロスポーツ観戦，音楽ライブ，海外

旅行といった余暇の代替としての消費支出かもしれないし，パチンコを余儀なく断念した層な

どからの新たなファンによる消費支出かもしれない。

投票券購入をとりまくこうした環境の変化とともに，売上の構成は図２のように推移してい

る。これによれば，売上構成の中心が，本場から場外，場外から電話（インターネット）へと，

徐々にかつ着実に変化していることを容易に読み取ることができる１０。ただし，売上構成にお
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図２ 形態別売上の推移

注１：電話投票の形態はインターネット投票を含む。

注２：２０１５年以降，電話投票を除く３つの形態は相対的に逓減傾向にある。

出典：大村市競艇企業局（２０２１b）

が，それぞれの特色を出しながら，工夫してゲストを増やしていく，このチャレンジは必ず成功するは

ずだ。」（傍点は引用者）また，付録１-３を参照。
１１ １９８７年４月に初当選した故松本市長によって，ロイヤルスタンドの新設とトータリゼータシステム

（オッズ表示，集計，投票券発券，配当金計算，払戻までの一連の業務をコンピューターで一括処理す

るシステム）導入が実施され，一時的にその業績は回復せるも，その後，再び転落していった（松本,
２０１４, p.１９１）。
１２ この節は大村市競艇企業局（２０２１a,２０２１b）より提供された資料に基づいている。
１３ この結果，福井（２０１７, pp. １５５-１５６）が指摘した公営における３つの問題，すなわち経営マインドの
欠如，官庁会計による財政運営，短期間の人事異動・配置転換による専門性の欠如，これらの欠缺がい

ずれも治癒されるに至っている。

ける中心の変化が不可逆的なものかどうかは定かでない。

３ 業績回復の事実と理由

ボートレース大村はどのような経営努力によって業績回復を図ったのであろうか。以下で

は，２００３年以降１１において展開されてきた個々の経営努力を，事実１２に即して紹介する。

再生のために，２００３年８月，民間等からの１３名から成る経営戦略会議が設置され，長期的な

視点から，立地条件，売上，コストに関する現状分析が行われた。

運営組織１３に関して，地方公営企業法を適用して，２００６年４月，大村市競艇事業部を市長部

局から独立させて競艇企業局とし，これにより人事・財政面における迅速化が可能となった。

また，２００８年より，大村市職員ではあるものの人事異動を伴わない，民間経験者のプロパー職

員（２０２１年４月現在５名）が採用されるようになった。

ハード面に関して，２００４年から２００７年までにおいて，防風ネットの整備，客席の改修，エス
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１４ その数は全国１位である。それぞれの立地については付録４を参照。２００４年以降における設置の順番

は以下の通りである。前売場外おおむら，金峰，長崎五島，長崎時津，オラレ島原，天文館，オラレ志

布志，長洲，長崎波佐見，さつま川内，長崎佐々，鹿島，松浦，由布，加治木（ただし，下線は長崎県

外）。なお，長崎市内における「設置計画に反対しない請願」が２０１９年１２月９日の長崎市総務委員会に

おいて否決されている（長崎市令和元年総務委員会議事録）。片岡企画財政部長による長崎市の見解を

読む限り，その論旨は必ずしも首尾一貫しているようには感じられない。ただし，海老沢（２０１４）が指

摘しているように，京都市内や東京の青山地域にボートピアが設置されたらその周辺がどうなるかを想

像してみれば，その結論に対して首肯できなくはない。この件と関連して，木ノ内（２０１３）によれば，１９８３

年以降，大村市が誘致に成功した長崎県の施設の例として，消防学校，工業技術センター，環境保健研

究センター，県立図書館，があげられる。県立図書館の候補地争いで競りあった田上富久長崎市長から

「戦略に負けた」と言われた，と故松本市長は述べている（木ノ内,２０１３, p.２６）。

図３ １９９１年-２０２０年における全国と大村のボートレース売上推移の比較
出典：大村市競艇企業局（２０２１a）

カレータ新設，スタンド・イベント広場・食堂の改修のために約２０億円が投じられた。加えて，

キャッシュレス投票が可能な設備が導入された。場外発売施設１４が増設されている。２０１５年，

新スタンドがオープンし，キッズルーム，フードコート，カフェ，女性用パウダールーム，そ

れに「ボートレース発祥の地記念館」が設置された。２０１６年，駐車場の一部改修により，新た

に，BMX，スケートボード用ランプ，ダンス用ミラー，バスケットゴール，などが設置され，
エクストリーム広場が開設された。２０１９年，発祥地ナイターのための照明が設置された。２０２１

年，メイン入場門付近にイルミネーションが設置された。

ソフト面に関して，独自の企画レース（スタート野郎決定戦など）の実施，地元選手起用に

よる CM制作，人気アニメとのコラボによる広告宣伝企画（宇宙戦艦ヤマト，ゴルゴ１３，ウ
ルトラマンシリーズ），ファンとの意見交換会の実施，が特筆される。
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１５ 馬場企業局長と会談する直前に，長崎大学大学院経済学研究科博士後期課程林研究室に所属する社会

人大学院生，奥野賢志氏よりそのヒントとなる助言をいただいた。奥野氏は，元大村市職員の X氏と交
流があることから，X氏から初代企業局長遠藤氏誕生の経緯を聴いておられ，その内容を教示いただい
た。奥野氏と X氏には，記してお礼申し上げたい。

１６ この点，遠藤氏による功績を割愛している記述・説明もあれば（e.g.,田﨑,２００４;鈴木,２０１１），故松本
市長による適材適所の人事異動とする直線的な記述・説明もある（e.g.,木ノ内,２０１４）。

１７ その後，人事と財政に関して独自の裁量で権限を行使できる企業局へと行政機構が再編され，首尾一

貫した経営が可能となっている。一見，故松本市長は遠藤氏を左遷して困難な仕事を押し付けたかのよ

うに解釈することもできるが，他方で，その３年後に機構再編を通じて遠藤氏をバックアップしている

などの点は故松本市長を評価する際に要注意である。

１８ こうした表現は，北川（２０１１），松本（２０１４, p.１９５），それに２０２１年７月２７日のインタビューによって，
裏付けられている。

全国発売レースの招致に関して，２００４年度に女子王座決定戦（売上９６億円，以下同様），２００６

年度に新鋭王座決定戦（９４億円），２００７年度に名人戦（８９億円），２０１０年度にグランドチャンピ

オン決定戦（１１８億円），２０１１年度にチャレンジカップ（９６億円），２０１２年度に賞金女王決定戦

（９０億円），２０１５年度にボートレースオールスター（９７億円），２０１６年度にチャレンジカップ（８６

億円），２０１７年度にクイーンズクライマックス（１０５億円），２０１９年度にボートレースメモリア

ル（１３１億円），２０２０年度にボートレースダービー（１７２億円），これらが開催されており，さら

に，２０２１年度にボートレースクラシック，２０２２年度にグランプリ，の開催が予定されている。

経営努力の成果は全国とボートレース大村の比較売上推移（図３）にあらわれている。

４ 組織革新の理論と事例分析

こうした一連の業績回復劇はだれによって演出されたのか。ボートレース大村における組織

革新の担い手とはいったいだれか。以下では，こうした問いに対して理論的な分析・説明を試

みる。

結論を先取りして言えば，ボートレース大村の業績回復劇は，一見，組織革新の担い手とそ

の過程に関するチャンドラー説に合致するようにみえる事例である１５。しかし，本研究は，こ

れに独自の視角から分析と考察を加える。

まず，ボートレース大村における組織革新の過程を概観しておこう。

そもそも，売上日本一やグランプリ開催招致を，故松本市長が具体的な目標として掲げてい

たわけではなかった。上意下達による規範的で直線的な計画的変革ではなかったのである

（Greenwood and Hinings,１９８８）。２００２年の大村市長選において，廃止・閉鎖派の対抗馬を
支持していたことを背景に，故遠藤謙二氏（以下，遠藤氏）は，当選した存続・発展派の故松

本市長の下で，あたかも火中の栗を拾わされるかのような配置転換１６に直面した。遠藤氏はこ

うして競艇事業部長に就任１７した。外部からは不本意な人事異動１８であるともみられたが，遠

藤氏は，意気消沈することなく，その存続・再生・発展に向けて陣頭指揮を執った。そればか

りではない。自らの他界後，後続の企業局長たちが迷わなくてよいように長期の道筋の礎を築

いたのである。



9

１９ チャンドラーの研究対象が主に２０世紀前半であることに鑑みれば，おおむね１０歳から１５歳を加えたう

えで２１世紀の事例にあてはめても妥当性は損なわれないと思われる。

２０ このような問題意識は，大学院入学志願の際に提出した筆者の研究計画書（志願理由書）以来，３３年

以上続くライフワークとしての筆者の研究のモチーフでもある。

２１ そのような差は，当事者の，年齢，健康，家族の状況，それらの下での心理の状態，すなわち，イン

センティブ，動機，認知，に基づくものと思われる。ワイク（Weick,１９６９,１９７９）や岸田（１９８５）は，
当事者が，二重の相互作用のもとで社会的に構成された主観的な意味を外界へ押し付けることを通じて

実現された環境（enacted environment）が生起する，と指摘している。しかし，同一人物が同一場面
でつねに同一の意味を押し付けるとは限らない。そこで，時間的展望と回顧的意味付与（retrospective
sensemaking）を合成することで，意味解釈学派に対して理論的に新たな展開を問うことができるよう
に思われる。

図４ 離脱のイメージ

出典：Hirschman（１９７０）と小城（２０１６）を参考に筆者作成

チャンドラーによれば，組織革新の担い手に共通する点は，第１に，技術的（引用者注：論

理的）な背景や考え方を持っていること，第２に，組織の変革に関心を持つようになったとき，

比較的若く，３０代から４０代はじめであること１９，第３に，その職に長く就いていなかったこと，

これらである。

これに対して，本来，長期的な外界適応，すなわち組織の変革を担うべき古参のトップ・マ

ネジメントは，従前の方式を変えることができない。古参のトップ・マネジメントのそのよう

な態度は，社内記録には表れにくい。そのような人たちの，新しい方式，新しいテンポ，新し

い職務に適応しにくい，といった心理的障害は，組織革新にとっては深刻である。

組織革新の過程においては，若手推進側と古参反対側の衝突が先鋭化するか，または古参トッ

プ・マネジメントが無関心であるか，である。そのような衝突や無関心の主な理由は，主とし

て売上の見通しをめぐる状況認識の差異である。

以上がチャンドラー説の骨子である。

当事者による状況認識の差異は決定的である。物理的・量的にはまったく同じ場面に直面し

ているにもかかわらず，心理的・質的には状況認識の内容が合致するとは限らない２０。端的に

言えば，直面している状況を，深層的なレベルで受け止めるか，皮相的なレベルで受け流すか，

その差である２１。チャンドラーは，当事者間におけるその差異の存在を克明に記述・説明して
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図５ 離脱（移籍または独立）のイメージ

出典：小城（２０１６）を参考に筆者作成

図６ クライスラーのGM退職・独立のイメージ

出典：Sloan（１９６３）を参考に筆者作成

図７ GM社創業者デュラン退陣のイメージ

出典：Sloan（１９６３）を参考に筆者作成
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２２ 組織の＜重さ＞（沼上ほか,２００７）とは，「事業組織内部においてミドル層を中心とする調整過程の難
しさ」（加藤,２０１４, p.２２）であって，企業全体のそれではない。組織の＜重さ＞の構成要素は，過剰な
「和」志向，内向きな合意形成，フリーライダー問題，経営リテラシー不足，の４つである。したがっ

て，「重い組織」とは，内向き志向が過剰で，口先ばかりで実行が伴わない組織内フリーライダーが多

い，さらに経営の基礎能力に欠けた人が多い事業単位（沼上,２００７, p.３１）である。

いる。しかし，その根本的な理由を深く分析してはいない。

状況認識に食い違いが生じる理由は何であろうか。諺の通り，好みは説明できない。しかし，

価値観を別にすれば，その理由を説明する手がかりの１つとして，古参と若手による時間的展

望における差異がある。時間的展望の範囲の相対的な長短，たとえば，自身の寿命か，それと

も子々孫々か，という観点がそれである。

たしかに，チャンドラーが具体例として取り上げた１９２０年前後における事業部制成立史にお

いて，たとえば，デュポン社のフレデリック・ピッカード，GM社のチャールズ・ケタリング，
アルフレッド・スローン，その他の歴史上の主役は，みな，３０代から４０代はじめの若手であっ

た。その点は結果として共通している。

しかし，他面で，組織の改革案に反対するかまたは無関心であるトップ・マネジメントの態

度に向き合って，声を上げるか，あるいは辞職するという選択肢もあったはずである。事実，

創業者デュランのように個人的に巨額の負債を抱えたまま二度目の GM社退陣に陥った者も
いれば，ウォルター・クライスラーのように声を上げて GM社を辞職してその後に新規開業
した者もいれば，ケタリングやスローンのように結果として GM社に居留まったものの強い
辞意を表明した者もいる。

小城（２０１６）によれば，経営破綻の事例において，組織の＜重さ＞の４つの構成要素２２が相

互に強化し合いながら，＜重さ＞自体が自律的に拡大再生産される。すなわち，渦中のトップ

とミドルがそれぞれの観点から，自らの置かれた環境に適応的な合理的な行動をとっていたこ

とにより，それらの意図せざる結果（沼上, ２０００）として，組織の＜重さ＞の拡大再生産が継
続される。破綻事例において注目すべき証言は，「人とぶつかっている人はえらくならない。

ギスギスする人，空気を読まない人はいつの間にかいなくなる」「リーダーシップを強く前へ

出すようなタイプ，『出る杭』タイプの人は辞めていった」（小城,２０１６, pp.５９,６２-６３），これ
らである。

離脱した（いなくなった，辞めていった）人たちは，かりに居留まっていれば，拡大再生産

を断ち，組織の衰退から脱却するために，改革の主導的な役割を担っていたかもしれない。と

いうのは，相対的に＜軽い＞組織においては，顧客市場と向き合い，議論を避けることなく問

題を直視し，担当者が責任をもって経営にあたる，といった特徴を指摘できるからである。デュ

ランの退陣後，ピエール・S・デュポンの短期社長就任に続くスローンの長期社長就任は，そ
の典型例である。

実際，下位者はつねに選択に迫られている。具体的には，ハーシュマン（Hirschman,１９７０）
が言うように，上位者に対して声を上げて再考を促す，黙従する，離脱する，そのいずれかで

ある。その選択を左右する原因は何であろうか。

それを探るための手がかりとして，いま，当事者の時間的展望（都筑・白井, ２００７）に注目
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２３ ビジョンの及ぶ期間と言い換えてもよい。その長短はその人の器量の一部を成す。

２４ １９８７年４月から１９９１年９月までの間，旧競艇事業部業務課に所属していたが，その後，人事異動によ

り旧競艇事業部から離れていた（馬場宏幸企業局長より提供いただいた人事課記録に基づく）。

２５ 松本の自伝（２０１４）にも見通していたと思われる記述は見当たらない。

図８ ボートレース大村の組織革新のイメージ

出典：関連資料をもとに筆者作成

してみよう。若手の時間的展望の範囲２３が，年長の上位者のそれと同じであるとは限らない。

配偶者のことも，子育てのことも，若手は真剣に向き合わなければならない。それに対して年

長の上位者は，多くのばあい，それらから解放され，引退の時期やその後の人生を模索し始め

ている。相対的に，将来に対して強くコミットするのはどちらか。その答えは明らかである。

こうした時間的展望の範囲こそが，心理的・質的な状況認識を左右する。将来に対して相対的

に強くコミットするばあい，そこに居留まって自らが改革を推進するばあいもあれば，そこを

離れて新天地にその対象を求めるばあいもある。

ボートレース大村の事例にあてはめてみよう。

２００２年の市長選挙の結果，総務部長への昇任が幻と消えた遠藤氏にとって，与えられた立場

（当時５２歳）は本意ではなったかもしれない。しかし，次のように解釈することができる。す

なわち，大村市行政全般に対して現職の企画財政部長（技術的・論理的な背景や考え方）とし

て持っていた自らの時間的展望に対して忠実に，競艇事業部長（必ずしも経験が長くない２４分

野）という与えられた職責を遠藤氏は果たしていった。もっとも，痛みを伴う経営の刷新は責

任者ひとりで遂行できるものではない。現場職員による痛みの共有と献身的な協力が不可欠で

ある。

これに対して，故松本市長は遠藤氏の行政手腕を高く評価していたと言われる。しかし，た

とえそうであるとしても，２０年後の売上日本一達成という栄えある業績回復を，故松本市長が

当初から見通していたとは考えられない２５。

以上の分析と考察から，ボートレース大村における組織革新の担い手とは，次の人たちによっ

て織り成される長期の相互作用であると考えることができる。

第１に，故松本市長と対抗馬とで競われた２００２年の市長選挙において，存続か廃止かを問わ

れた大村市の有権者。第２に，存続を公約に掲げて当選した故松本市長。第３に，廃止を公約
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２６ その影響はボートレース大村にとどまらず，たとえば，大村市民病院の立て直しにもつながっている

と，松本（２０１４, p.１９７）は述べている。
２７ したがって，経営組織論の視角は，特定の自然人や法人に義務や権利を帰属させようとする法的な視

角とは根本的に異なる。

２８ こうした方向性を帯びた経営理念（価値観）を，われわれは「組織の重心」（林,２０００,２００５,２０１１,２０１５,
２０２１）と称している。組織革新は「組織の重心」の生成と交代である。

に掲げて落選した対抗馬。第４に，遠藤氏，後続の競艇企業局長，それに大村市職員たち２６。

第５に，ファン。

要するに，遠藤氏ひとりでもなければ，故松本市長ひとりでもない。組織革新の担い手を遠

藤氏や故松本市長とみるような，いわゆる英雄史観は，しばしば組織革新に対する誤解を招く。

そうではなくて，これらの人たちが織り成す長期にわたる一連の相互作用こそが，組織革新の

担い手２７である。

このような見方は，チャンドラー説とは異なる本研究独自のものである。ただし，遠藤氏も

松本市長もいまとなっては故人であるが，競艇企業局の職員のみならず，大村市職員の間でも，

彼らが語り草となっている点には特段の注意を要する。業績回復劇が全国から注目されるに

至ったいま，２人ともこの世にはいないものの，職員の心の中では２人とも生きている。依然

として陰に陽に何らかの影響を与え続けているのである２８。したがって，組織革新の担い手に

は，生きている自然人のみならず，心に生きる故人も含まれる。そのような視角もまた，組織

論に関する先行諸研究とは異なる本研究独自のものである。

以上より，われわれは，ボートレース大村の組織革新の事例をチャンドラー説にあてはめた

うえで，本研究独自の見方を示した。すなわち，その担い手を，特定の人物に求めようとする

のではなく，その過程に関係した人たちの一定期間にわたる相互作用に求めること，加えて，

関係した人たちに故人を含めること，これらである。

５ ハウステンボスとの比較

本研究独自の見方を例証するために，復活劇としてよく知られているハウステンボスを具体

例として取り上げ，同じくチャンドラー説にあてはめる。そのうえで，ボートレース大村の事

例と簡単に比較する。

木ノ内（２０１４）によれば，旧オランダ村の対岸に位置する，長崎県によって造成されていた

佐世保市針尾工業団地の敷地に，１９９３年，ハウステンボスは開園した。ハウステンボス開園

は，１９７５年農業法人グリーンメイクの設立，１９８０年の長崎バイオパーク開園，１９８３年の旧オラ

ンダ村開園に続いて，故神近義邦氏によって実現した。

折しもバブル経済崩壊と重なり，開園後のハウステンボスにおいては，１０年間ずっと，その

入場者数，売上，経常利益，いずれも下降基調が続いた。その間，２０００年３月に旧日本興業銀

行による約２００億円の債権放棄を受けて，２０００年６月に故神近氏が引責辞任した。さらに，２００１

年１０月，旧日本興業銀行による３８０億円の債権放棄を経て，２００３年２月には，ハウステンボス

は会社更生法を申請するに至った。その後，２００４年，ハウステンボスの経営主体が野村プリン



14

図９ ハウステンボスの組織革新のイメージ

出典：関連資料をもとに筆者作成

２９ 実際，３０代から４０代はじめではないものの，２１世紀の事例においてはその妥当性は損なわれないもの

と思われる。

シパル・ファイナンスに交代するが，その業績は下降を続け，２０１０年に HISに交代するまで，
回復することはなった。

HISに経営主体が移行したのは，ハウステンボス現地訪問を通じて HIS創業者の澤田氏が
ハウステンボスに好意を寄せたこと，ならびに朝長佐世保市長による澤田氏に対する並々なら

ぬ支援要請にあると言われる。

本研究では，ハウステンボスの経営主体が HISに交代したこと，すなわち澤田氏が朝長市
長による支援要請に応じたこと，その後の初の黒字転換と業績回復を，チャンドラー説におけ

る組織革新とみることにする。その過程の概略は次のとおりである。

最終的に，朝長市長による依頼に応じて澤田氏が再生の陣頭指揮を承諾した。澤田氏は，現

場に足を運び，現場の客目線で，専門のスタッフを補強しつつ，具体策を構想し，矢継ぎ早に

改善策を実施していった。しかし，澤田氏は，朝長市長からのハウステンボスの経営支援の要

請に対して二つ返事で応じたわけではなかった（Greenwood and Hinings,１９８８）。
それに先立ち，ハウステンボスは，野村に提示された営業譲渡先３０社すべてから拒否されて

おり，松尾新吾第７代九州経済連合会会長からも「支援見送り」の返答を受けていた。数回に

わたる要請拒否後，一定期間の固定資産税負担軽減などの条件提示，市議会によるその了承，

自らの現地視察，などを経て，就任要請に応諾したのである。

また，組織革新の担い手と目される澤田氏をチャンドラー説にあてはめると次のとおりであ

る。佐世保市との交渉の末，澤田氏が正式にハウステンボスの社長に就任したのは５９歳であっ

た２９。澤田氏は，欧州から帰国後２９歳にインターナショナルツアーズを創業し，その後，HIS
の社長に就任し，スカイマークエアラインズの設立に関与するなど，実務家・経営者としての

経験（技術的・論理的な背景と考え方）は豊富である。しかし，テーマパーク経営の経験（そ

の在職期間）はない。

ハウステンボスの復活劇に関して多くの文献では澤田氏は英雄視されている。しかし，本研

究では，ボートレース大村の事例と同様にそのような英雄史観を採らない（表１）。そうでは
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表
１
組
織
革
新
の
担
い
手
の
特
性
と
過
程
（
チ
ャ
ン
ド
ラ
ー
説
）
：
ボ
ー
ト
レ
ー
ス
大
村
と
ハ
ウ
ス
テ
ン
ボ
ス
の
事
例
の
比
較

注
１
：
チ
ャ
ン
ド
ラ
ー
は
事
例
分
析
に
基
づ
い
て
担
い
手
を
特
定
し
そ
の
共
通
特
性
を
抽
出
し
て
い
る
が
，
担
い
手
を
絞
り
込
む
こ
と
（
英
雄
史
観
）
は
組
織
革
新
の
過
程
・
全
容
に

対
す
る
誤
解
を
招
く
よ
う
に
思
わ
れ
る
。

注
２
：
チ
ャ
ン
ド
ラ
ー
の
研
究
対
象
が
主
に
２０
世
紀
前
半
で
あ
る
こ
と
に
鑑
み
れ
ば
，
お
お
む
ね
１０
歳
か
ら
１５
歳
を
加
え
た
う
え
で
２１
世
紀
の
事
例
に
あ
て
は
め
て
も
妥
当
性
は
損
な

わ
れ
な
い
と
思
わ
れ
る
。

出
典
：
筆
者
作
成
。

テ
ー
マ
パ
ー
ク
経
営
の
経
験

は
な
い
。

欧
州
か
ら
帰
国
後
２９
歳
に
イ

ン
タ
ー
ナ
シ
ョ
ナ
ル
ツ
ア
ー

ズ
を
創
業
，
H
IS
社
長
，

ス
カ
イ
マ
ー
ク
エ
ア
ラ
イ
ン

ズ
設
立
，
な
ど
実
務
家
・
経

営
者
と
し
て
の
経
験
は
豊
富

で
あ
る
。

澤
田
氏
の
正
式
な
社
長
就
任

は
５９
歳
。

皮
相
：
朝
長
市
長
に
よ
る
依
頼
に
応
じ
て
再
生
の

陣
頭
指
揮
を
承
諾
し
た
。（
深
層
：
数
回
に
わ
た

る
要
請
拒
否
後
，
一
定
期
間
の
固
定
資
産
税
負
担

軽
減
な
ど
の
条
件
提
示
，
市
議
会
に
よ
る
そ
の
了

承
，
自
ら
の
現
地
視
察
，
な
ど
を
経
て
，
就
任
要

請
に
応
諾
し
た
。）

ハ
ウ
ス
テ
ン
ボ
ス
の
事
例

旧
競
艇
事
業
部
業
務
課
に
お

い
て
１９
８７
年
４
月
か
ら
１９
９１

年
９
月
ま
で
所
属
し
て
い
た

た
め
４
年
半
の
経
験
は
あ
る

が
，
そ
の
後
の
人
事
異
動
で

旧
競
艇
事
業
部
か
ら
離
れ
て

い
た
。

生
え
抜
き
の
凄
腕
企
画
財
政

部
長
と
し
て
評
判
が
高
か
っ

た
。

遠
藤
氏
の
正
式
な
競
艇
事
業

部
長
就
任
は
５２
歳
。
し
か

し
，
２０
０２
年
大
村
市
長
選
挙

時
に
お
い
て
は
，
企
画
財
政

部
長
か
ら
，
大
村
市
に
お
け

る
事
務
部
門
ト
ッ
プ
の
総
務

部
長
へ
の
昇
任
が
見
込
ま
れ

て
い
た
。

皮
相
：
企
画
財
政
部
長
か
ら
の
人
事
異
動
で
遠
藤

氏
が
存
続
・
発
展
の
指
揮
責
任
者
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し
て
故
松
本

市
長
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り
競
艇
事
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部
長
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任
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れ
た
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深

層
：
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調
に
ピ
ラ
ミ
ッ
ド
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登
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総
務
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長
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こ
ろ
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本
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長
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２０
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年
の
大
村
市
長
選
挙
で
返
り
咲
き
当
選
し
た
。
そ

の
結
果
，
遠
藤
氏
が
廃
止
・
閉
鎖
を
主
張
し
て
い

た
対
抗
馬
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支
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あ
っ
た
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と
か
ら
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報

復
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左
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と
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受
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取
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う
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人
事
で
あ
っ

た
。）

ボ
ー
ト
レ
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ス
大
村
の
事
例
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方
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ら
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代
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若
手
（
注

２
）

ト
ッ
プ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
反
対
・
無
関
心

チ
ャ
ン
ド
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ー
説

担
い
手
の
そ
の
在
職
期
間

担
い
手
の
専
門
的
背
景

担
い
手
の
年
齢

過
程
（
注
１
）

組
織
革
新
の
担
い
手
の

特
性
と
過
程
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３０ 組織革新の過程において故神近氏の影響が明示的に記述されている文献は見当たらない。しかし，た

とえば，就任前の澤田氏は現地視察において心の中でハウステンボスを開園させた故神近氏に思いを寄

せたかもしれない。また，長期にわたってハウステンボスに従事している職員には，業績回復に直面し

て，故神近氏の存在が脳裏を去来しているかもしれない。そればかりではない。故神近の存在が業績回

復に携わった人たちの背中を陰に陽に押していたかもしれない。ちょうど，あのアルフレッド・スロー

ンが，ユナイティッド・モーター社被買収の後，GM社取締役として対立した GM社創業者であるウィ
リアム・デュランに対して，自伝（Sloan,１９６３）の中で一定の敬意を払っているように，その人格や手
腕は別として，創業者の存在なしには，中興の祖もその後の職員たちの職場も存在しえないのである。

なくて，第１に澤田氏，第２に朝長市長，第３に佐世保市議会，第４に松尾新吾氏，第５に澤

田氏退任後のハウステンボスの後任社長と地元民を中心とする正規・非正規の職員，第６に訪

問客，これらの人たち３０が織り成す一連の相互作用こそが，組織革新の担い手である。

６ 結 語

本研究では，第１に，公営競技全般の推移を概観した。

２００１年以降，競輪や地方競馬のいくつかが閉鎖・廃止していった。そのような流れに反して，

ボートレース大村は，２００３年を境に徐々に売上を伸ばしていった。現在，売上に占める主な形

態は電話投票（インターネットを含む）である。具体的なその背景を挙げれば次のとおりであ

る。①スマートフォンの普及。②電話（インターネットを含む）投票制度の普及。③学生によ

る投票券購入の解禁。④公式ウェブサイトと YouTubeを通じた無料のレース・ライブ映像の
普及。

第２に，ボートレース大村において，２００３年を底として，２０２２年末のグランプリ開催決定に

至るまでの業績回復の事実と，知られている具体的な営業努力を確認した。

具体的な営業努力は次のとおりである。すなわち，①運営組織に関して大村市競艇事業部を

廃止して，人事と財政の面で独立した大村市競艇企業局を新たに設置したこと。②ハード面と

して新スタンドやナイター設備などを設置したこと。③ソフト面として独自企画レースを導入

して各種ファンサービスを充実したこと。④全国発売レースを誘致したこと。

第３に，チャンドラーによる組織革新の担い手とその過程の理論を再確認し，これをボート

レース大村の事例にあてはめることで，チャンドラー説の妥当性を検証しつつも本研究独自の

解釈を試みた。

組織革新の担い手を，遠藤氏や故松本市長といった特定の人物に求めようとするのではな

く，その過程に関係した人たちの一定期間にわたる相互作用に求めること，加えて，関係した

人たちに故人を含めること，これらが本研究独自の解釈である。

第４に，地元長崎において全国的に注目されているもう１つの業績回復の事例，ハウステン

ボスを取り上げて，チャンドラー説の見地から，ボートレース大村との簡単な比較を試みた。

本研究独自の解釈によれば，澤田氏，朝長市長，佐世保市議会，松尾新吾氏，澤田氏退任後

のハウステンボスの後任社長と地元民を中心とする正規・非正規の職員，訪問客，これらの人

たちが織り成す一連の相互作用こそが，組織革新の担い手である。
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出典：経済産業省『ひと言解説』

付録１ 競輪・競馬等の競走場,競技団の内訳系列の動向

出典：経済産業省『ひと言解説』

付録２ 競輪・競馬等の競走場,競技団の指数の推移
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出典：経済産業省『ひと言解説』

付録３ 第３次産業活動指数と娯楽業の内訳６分類の動向

出典：大村市競艇企業局（２０２１a）

付録４ ボートレース大村の場外発売場設置状況（２０２１年４月現在）




